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　　市の人事行政の運営状況
　市職員の給与は、地方自治法や地方公務員法に基づき、市議会の議決を経て定められています。　
　平成１６年の地方公務員法改正により、各地方公共団体は、職員の給与や勤務条件などの人事行政の運営状
況を公表することが、義務付けられました。この公表は、人事行政の運営状況を市民の皆さんにお知らせし、
その公平性と透明性を高めることを目的に行うものです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□問い合わせ　総務課職員係（内線３０５）

�職員採用の状況（平成１７年４月１日付け採用者）
合　　　計医　師　職一般行政職区　　分
　　３人　　２人　　１人採用者数

＊一般行政職には、県教育委員会の割愛人事によるものを含み
ます。

�職員の退職の状況（平成１６年１０月２５日～平成１７
年３月３１日）

合　計

分限免職・
懲戒免職・
失職・死亡
退職

普通退職勧奨退職定年退職退職の種類

３１人０人１７人４人１０人退職者数

職員の任免および職員数に関する状況

�部門別職員数の状況

対前年増減数
（人）

　　職　員　数（人）　　　　      　区分
      部門 平成１７年平成１６年

△２  ６  ８  議　会

一
般
行
政

１  １５８  １５７  総　務

△７  ２４  ３１  税　務

労　働

△１４  ４３  ５７  農林水産

△３  ９  １２  商　工

１  ５６  ５５  土　木

△３  １５０  １５３  民　生

３６  ９６  ６０  衛　生

３３  ５４２  ５３３  　計

２  １０８  １０６  教　育特
別
行
政

４０  ８４  ４４  消　防

４２  １９２  １５０  　計

９  ９６  ８７  病　院
公
営
企
業
等

△１  ２０  ２１  水　道

△１  ２０  ２１  下水道

３０  ９８  ６８ その他

３７  ２３４  １９７ 　計

８８  ９６８  ８８０  合　　計

＊平成１６年度職員数には、旧恵南消防組合、恵南福祉保健衛生
施設組合の職員を含みません。

�人件費の状況（普通会計決算）

 人件費率
 （Ｂ／Ａ）

 人件費Ｂ
    （千円）

 歳出額Ａ
    （千円）

 住民基本
 台帳人口
（H１７.３.３１）

　区　分

２１.０％６,０４３,９２３２８,８４６,２５１５６,７３２人平成１６年度

＊人件費には、市長、議員など特別職に支給される給料、報酬な
どを含んでいます。

�職員給与の状況（一般会計予算、当初予算計上額）

１人当たり
給   与   費
　（Ｂ／Ａ）
　　（千円）

　給　与　費（千円）
 職員数
　　　Ａ

　区　分

５,８８５千円

２,８０６,０３２千円給　　料

７４９人平成１７年度
   ４６６,３７６千円職員手当

１,１３５,４５９千円期末・
勤勉手当

４,４０７,８６７千円　計Ｂ
＊職員手当には、退職手当は含んでいません。

�職員の平均給料月額・平均給与月額及び平均年齢の
状況（平成１７年４月１日現在）

平均年齢平均給与月額平均給料月額　区　分
４１歳２月３７３,９３３円３２１,５００円一般行政職
４４歳０月３０６,５４６円２６６,４００円技能労務職

�職員の初任給の状況（平成１７年４月１日現在）
国恵那市

　区　分  採用２年
 経  過  日
 給料月額

  決　定
  初任給

 採用２年
 経  過  日
 給料月額

  決　定
  初任給

１８４,４００円１７０,７００円１８４,４００円１７０,７００円大学卒一   般
行政職 １４８,５００円１３８,８００円１４８,５００円１３８,８００円高校卒

市職員給与の状況

２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２２ 職員の給与の状況
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　お知らせします　　

�職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況
（平成１７年４月１日現在）

経験年数
　　２０年

経験年数
　　１５年

経験年数
　　１０年　区　分

３７３,３１７円３２５,１１４円２７０,９６４円大学卒
一般行政職

３０１,６２５円２５８,９９１円２０５,２１１円高校卒
－円－円－円大学卒

技能労務職
２５１,９８０円２３３,６５０円１９９,９３３円高校卒

�一般行政職の級別職員数の状況
（平成１７年４月１日現在）

 計

９級８級７級６級５級４級３級２級１級 区 分

部長課長
課長
補佐

係長主査主任主任主事
主事
補

標準的
な職務
の内容

４８７１７８６５３９０８０３３６１５０１７職員数

１００３.５１７.７１０.９１８.５１６.４６.８１２.５１０.３３.５構成比

＊市給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
＊標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な補
職名です。

�職員手当の状況（平成１７年４月１日現在）
国の制度
との比較

  期末勤勉手当
勤勉手当期末手当 区　分

同左

０.７月分
（０.９月分）

１.４０月分
（１.２０月分）

  ６月期
（幹部職員）

０.７月分
（０.９月分）

１.６０月分
（１.４０月分）

１２月期
（幹部職員）

１.４月分
（１.８月分）

３.００月分
（２.６０月分）

　　計
（幹部職員）

　　有
 職制上の段階・職務
の級等による加算
措置

国の制度
との比較

  退職手当
勧奨・定年自己都合 区　分

同左

２７.３０月２１.００月勤続２０年
４２.１２月３３.７５月勤続２５年
５９.２８月４７.５０月勤続３５年
５９.２８月５９.２８月最高限度額

定年前早期退職特例措置（２～
２０加算）

その他
加算措置

１５,０９５千円１人当たりの
平均支給額

  特殊勤務手当（平成１６年度）
２６.２％手当支給職員の割合
１１０,２７３円1 人当たり平均支給年額
１５種手当の種類（手当数）

研究手当、医師手
当手当額の多い手当

代表的な手当
清掃手当、夜間介
護手当

多くの職員に支給されてい
る手当

国の制度
  その他の手当

配偶者なし配偶者あり

扶
養
手
当

同左

１３,５００円 配偶者

１１,０００円 
６,０００円 
（６,５００円）

扶養１人目
（配偶者が扶養
でない場合）

６,０００円 扶養２人目
５,０００円 ３人目以降

○１６歳～２２歳の扶養親族がいる場合
の加算１人　　　　　  　　　　　  　５,０００円 

８８,９８７千円支給実績

２４１,１５７円支給職員
１人当たり平均支給額

同左
所有する住宅居住者（取得後５年以内）
　　　　　　　　　　　　　　　     　２,５００円

住
居
手
当

家賃を払っている者の限度額  　        ２７,０００円

１９,４６６千円支給実績

１６０,８７６円支給職員
１人当たり平均支給額

同左

交通機関利用者（実費）限度額　
                                                        ５０,０００円

通
勤
手
当

自転車等利用者（２�以上）
                                         ２,０００円～２０４００円

４６,３７２千円支給実績

８１,７８５千円支給職員
１人当たり平均支給額

  時間外勤務手当（平成１６年度）

１７９,８８２千円支　給　総　額

　　　　　 １８６千円１人当たり支給年額

�特別職の報酬などの状況（平成１７年４月１日現在）

期末手当（支給割合）給料（報酬）月額 区　分

  ６月期　２.１０月分
１２月期　２.３０月分

     計　　４.４０月分

８４０,０００円 市　長

 給　料 ７２２,０００円 助　役

６６０,０００円 収入役

  ６月期　２.１０月分
１２月期　２.３０月分

     計　　４.４０月分

４１４,０００円 議　長

 報　酬 ３７１,０００円 副議長

３５０,０００円 議　員

市職員給与
の状況
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�職員の勤務時間（標準的なもの）

 休憩時間 休息時間 終了時間 開始時間 １週間の
 勤務時間

１２：１５～
　　１３：００

午前・午後
１５分間１７：１５８：３０４０時間

�その他の休暇制度
 期　　　　間 事　　　　由
必要と認められる期間選挙権行使
必要と認められる期間証人など
必要と認められる期間骨髄液の提供
５日以内（分割可）ボランティア活動
連続する７日以内結　婚
出産日までの申し出た期間産　前
出産日の翌日から８週間産　後
１日２回、各３０分以内授　乳
１日のうち１時間妊婦の通勤
必要と認められる期間妊婦の健診
２日以内（時間単位で分割可）配偶者の出産
５日以内（時間単位で分割可）男性職員の育児参加
親族区分に応じ１～７日忌　引
法要当日１日以内家族の法要
連続する４日以内夏　期
必要と認められる期間住居の破壊
必要と認められる期間交通機関の事故など
必要と認められる期間交通遮断

１暦年において５日の範囲内の期
間（時間単位の取得も可）子の看護

�年次有給休暇の取得状況
（平成１６年１月１日～１２月３１日）

 消  化  率
 平均使用
 日　　数

 全   対   象
 職   員   数

総使用日数総付与日数

１８.７％７.３日９８２人7172 .5 日 ３８,３４９日

�育児休業の状況
（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

前年度から引き
続き育児休業を
取得しているも
の

平成１６年度中に
新たに育児休業
を取得したもの

平成１６年度中に
新たに育児休業
の取得が可能に
なったもの

 ０人 ０人３４人 男　性
１２人１８人１８人女　性

�分限処分者（平成１６年１０月２５日～平成１７年３月
３１日）

失職合計降給休職免職降任 区　　分
------勤務成績の不良
-４人-４人--心身の故障
------適格性の欠如
------廃職過員
------刑事事件に拠る起訴
------欠格条項該当

�懲戒処分者
（平成１６年１０月２５日～平成１７年３月３１日）

訓告合計戒告減給停職免職 区　　分
------法令違反

------職務上の義務違反または
職務怠慢

------非行行為

�公務災害の発生状況
（平成１６年１０月２５日～平成１７年３月３１日）

災害件数 区　分
４件職務遂行中の負傷

公務災害
-職務に伴う合理的行為又は準備・後始末

中の負傷

-出張中の負傷
-レクリエーション参加中の負傷
-その他の行為中の負傷
-通勤災害

�措置要求および不服申し立ての発生状況
（平成１６年１０月２５日～平成１７年３月３１日）

本年度末
処理件数処理件数

要求及び
申し立て
件数

前年度末
処理件数 区　　分

----給　与

措
置
要
求

----勤務時間・
休暇

----その他の
勤務条件

----分限処分不
服
申
し
立
て

----懲戒処分

----転　任

----その他

市職員給与
の状況

３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３３ 職員の勤務時間、その他の勤務条件４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４４ 職員の分限および懲戒処分の状況

５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５５ 職員の利益保護の状況
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　老人保健制度は、７５歳以上の方よび６５歳以上７５歳未満で寝たきりなどの高齢者の方が、病院にかかるときの医療
費自己負担金を一般の方よりも軽くし、総医療費の１割もしくは２割で治療を受けられるようにするための制度です。

国民健康保険、職場の社会保険、共済組合などの医療保険加入者やその被扶養者の高齢者の方が利用することができ

ます。　　

�健康保険証が変わったとき

・老人医療受給者が被保険者本人で、勤めている会社を変わった場合・会社を辞めて国民健康保険に加入した場合と

新たな会社に勤めた場合。

・老人医療受給者が被扶養者で保険加入者本人が勤めている会社を変わった場合・会社を辞めて国民健康保険に加入

した場合と新たな会社に勤めた場合。

�住民登録に変更があった場合

・転入、転出した場合・住所移転した場合・死亡した場合など

�交通事故にあって老人医療受給者証を使いたい場合

・交通事故でけがをされて老人医療受給者証を使う場合、加害者・被害者にかかわらず、届け出が必要となります。

※届け出がないと老人医療受給者証は使えません。全額実費となります。

　

　老人保健制度は医療保険に加入されている方が対象となります。受診するときは必ず「老人保健法医療受給者証」

と国民健康保険や社会保険などの「健康保険証」を医療機関窓口に提示してください。

　なお、継続して同じ医療機関にかかる場合、月に一度は提示くださいますようお願いします。

　恵那市老人保健受給者で区分Ⅰ・区分Ⅱに該当する方は入院した時に医療費とその食事代の減額を受けることがで

きます。（下の表をご覧ください）

　限度額適用・標準負担額認定証の交付には市役所高齢福祉課窓口と各振興事務所住民課窓口（岩村・山岡・明智・

串原・上矢作）での申請が必要です。有効期限は申請月の属する初日から翌年の７月３１日となっています。

こんなときには届出を

病院にかかるときは

ご存じですか ?「限度額認定・標準負担額認定証」

■入院時の食事代の標準負担額
備考　負担額区分

　７８０円一般（下記以外の方）

受給者の属する世帯の世帯主及び世帯員全員が住民税非課税である
方。

　６５０円９０日までの入院
区分２

　５００円９１日以上の入院
（過去１２カ月の入院日数）

受給者の属する世帯の世帯主及び世帯員全員が住民税非課税で、そ
の世帯の各所得が必要経費・控除を差し引いたときに０円となる方。
（単身世帯で年金収入のみの場合６５万円以下）

　３００円区分１

　平成１６年度恵那市老人保健医

療給付費は、５５億６千９百万円。

受診件数は２４万９,８８２件でした。

　老人保健受給者は平成１７年３

月３１日現在９,５８４人で、１人当た

りの医療費は５８万１,０６９円となり

ます。

市の老人医療の状況は

□問い合わせ　高齢福祉課
　三宅・後藤（内線１２３・１２４）


